
福井県監査委員告示第１５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条第１項の規定による住民監査請求

について、同条第４項の規定により監査を行い、その結果を平成２２年１１月２９日付けで請求人に通知し

たので、これを公表する。 

 

 

平成２２年１２月７日 

 

 

                            福井県監査委員 辻 岡 俊 三 

                               同    朝 山 美樹雄 

 

 

第１ 請求の概要 

 

 １ 請求の要旨（添付資料「事実証明書」「別表（１）」「別表（２）」「別紙資料」は省略した。） 

 

２００９年度福井県議会政務調査費の一部返還を求める住民監査請求書 

 

２００９年度福井県議会政務調査費の領収書等のコピーを閲覧したところ、多くの不正支出が明らかになっ

た。貴重な税金が政務調査のために有効に使われるどころか、恣意的に無駄使いされている実態を知り、慄然

とせざるをえない。 

 広報費については、宣伝物や県政報告会等の案内状等が初めて添付され、詳しく分析する中で、支出の妥当

性を根底から疑わせる実態が明らかになった。 

 こうした状況をふまえ、地方自治法第２４２条第１項の規定に基づき、２００９年度福井県議会政務調査費

の一部について福井県への返還を求める措置を講じるとともに、支出の透明性を高め、裏付けのない支出をな

くすために議会に対して改善を求めるよう下記の通り請求する。 

 

記 

 

【１】 下記の「かけこみ支出」について、全額返還を求めること。 

 

  （１）自民党県政会が支出した下記の視察旅費の合計額１３，２７１，０９０円。 

 

   ・２０１０年４月１５日に支出した、台湾・シンガポール観光行政等調査（３／２１～２５・４名）の

旅費、２，５６３，４００円。 

   ・２０１０年４月１５日に支出した、デンマーク・スウェーデンの高齢者福祉・環境エネルギー等調査

（３／２３～２９･４名）の旅費、４，５４９，７２５円。 

   ・３月１９日に支出した、ニュージーランドにおける環境保護政策等調査視察（３／２４～３０・６名）

の旅費、６，１５７，９６５円。 

 

    （理由） 自民党県政会の年間旅費は１，９００万円だが、１，３００万円余りが３月末に支出され

 

 

 



ている。政務調査費が余ることを惜しんだだけの、当該年度の活動には役立たない、不自然

なかけこみ支出である。 

         次年度の活動のためであるならば、次年度の予算から支出すればよいだけである。 

 

（２）民主党・一志会が支出した下記の広報費の合計額２，１９６，０７５円 

 

・３月２４日に支出した中日新聞・県民福井広告料、４３３，１２５円 

・３月３１日に支出した福井新聞広告料、６６０，４５０円 

・３月３０日に支出した福井テレビ広告（３／２２～４／９、１回１５秒）、５７７，５００円 

・３月３０日に支出したテレビ広告制作料、５２５，０００円 

 

（理由） 民主党・一志会の年間広報費は約６６０万円だが、３月末に２２０万円が支出されている。

政務調査費が余ることを惜しんだだけの、当該年度の活動には役立たない、不自然なかけこ

み支出である。 

         次年度の活動のためであるならば、次年度の予算から支出すればよいだけである。 

 

【２－１】 議員が支出した「別表（１）」および、「別表（２）」の支出額の全額返還を求めること。 

 

（１）別表（１）に関する請求理由 

 

    「別表（１）」の宣伝物には、次のような特徴があった。 

① 印刷物は、議員の名前や写真を前面に押し出し、写真をふんだんに使って自己宣伝や自己主張

を行うものが多かった。その他の内容としては、政党や国会議員の宣伝、後援会活動の報告など

があった。 

② 印刷物の配付は新聞折込や郵送によっており、部数は最高で約４万枚で、ほとんどは１万枚以

下であった。 

③ その他、地元の月刊誌に広告記事を出した議員がいた。 

 

 以上から、宣伝物の大部分を占める印刷物は、「議員の自己宣伝」を目的に、議員自身の「選挙地

盤」でのみ配付されていることが明らかであり、選挙を強く意識した後援会活動の一環に他ならな

い。 

月刊誌の広告の内容も、個人の宣伝と個人的な政治活動である政治塾の宣伝であった。 

宣伝物の作成・配付は、議員１人では到底為しえない集団的な作業であり、その作業自体が議員

の後援活動に他ならない。 

また、宣伝物は分割できない１つの実体であり、後援会活動や政党活動を含んだ宣伝物に対する

按分支出を認めることは、後援会活動や政党活動に対して政務調査費の充当を認めることに他なら

ない。 

県議会の「政務調査費マニュアル」は、大前提として、政務調査費を後援会活動に充当すること

を禁じているのだから、「別表（１）」の支出は全額返還されるべきである。 

 

（２）別表（２）についての理由 

 

   「別表（２）」の会合には、次のような特徴があった。 

 

 

 



 

① すべて、それぞれの議員の選挙地盤で開催されている。 

② ほとんどの会合が無料であり、茶菓子が配られている。中には、会費を徴収して酒を出した会

合もあった。 

③ 特定政党の国会議員が出席する例も見られた。 

 

 以上から、これらの会合は、選挙を強く意識した後援会活動・政党活動と考えられる。 

 また、県政報告会の開催それ自体が、議員１人では到底なしえない集団的な活動であり、議員の

後援活動に他ならない。 

 さらに、会合は分割できない１つの実体であり、後援会活動や政党活動を含んだ会合に対する按

分支出を認めることは、後援会活動と政党活動に対して政務調査費の充当を認めることに他ならな

い。 

 県議会の「政務調査費マニュアル」は、大前提として、政務調査費を後援会活動に充当すること

を禁じているのだから、「別表（２）」の支出は全額返還されるべきである。 

 

【２－２】 議員又は会派が支出した下記の広報費について、一部または全額の返還を求めること。 

なお、前項【２－１】、と重複する支出について、前項で全額返還を求めることとなった場合は、

本項の請求を取り下げるものとする。 

 

（１）広報物に関する支出について 

 

① 民主党・一志会が支出した下記の広報費は、政党活動と１／２で按分するものとし、合計額８

３２，１２５円の返還を求めること。 

  ・１月７日の２００９活動レポートの印刷代、５０４，０００円の半額。 

  ・１月７日の同レポートのデザイン料、５９５，３５０円の半額。 

  ・１月８日の同レポート印刷代、２６２，５００円の半額。 

  ・１月２０日の同レポート印刷代、３０２，４００円の半額。 

（理由） 会派の名称が与党・民主党を連想させるだけでなく、レポートの内容は、民主党幹部の

写真を掲載し与党との一体性を強調するものとなっており、政党活動と按分して支出すべ

きである。 

 

② 公明党が３月３０日に支出した、石橋壮一郎県議会・活動リポートの印刷代５０２，４２５円

は政党活動と１／２で按分するものとし、半額２５１，２１３円の返還を求めること。 

（理由） ４ページのうちほぼ２ページが、参議院選挙候補者の紹介に使われており、政党活動と

按分すべきである。 

 

③ 石橋壮一郎議員が７月２３日に支出した、石橋壮一郎県議会・活動リポートの印刷代、４５８，

６４０円および、新聞折込料３９７，５０９円は政党活動と１／２で按分するものとし、合計額

の半額４２８，０７５円の返還を求めること。 

（理由） ４ページのうち１ページが、公明党の宣伝に使われており、政党活動と按分すべきであ

る。 

 

④ 大森哲男議員が１０月５日に支出した、後援会の研修案内の発送料１，６００円の返還を求め

 

 

 



ること。 

（理由） 後援会主催の行事であり、政務調査費は充当できない。 

 

⑤ 鈴木宏治議員が支出した、７月２７日の、政治塾の生徒を募集するチラシ印刷代、４８０，５

１１円の全額返還を求めること。 

  また、下記の支出については政治塾と１／２で按分するものとし、合計額の半額７３３，２１

１円の返還を求めること。 

  ・２月８日のチャレンジ通信２０１０春の印刷代、６２１，６００円の半額。 

  ・２月８日の、同通信折込料、２５４，７０３円の半額。 

  ・２月１７日の、同通信折込料、７０，８５４円の半額。 

  ・２月２２日の、同通信発送料、５１９，２６４円の半額。 

（理由） 政治塾は私的な政治活動であり、政務調査費は充当できない。 

 

⑥ 野田富久議員が１２月１４日に支出した電話帳広告料１５，７５０円の全額返還を求めること。 

（理由） 広告は行政書士事務所のものであり、政務調査活動と関係がない。 

 

⑦ 松井拓夫議員の、「山谷えり子参議院議員を囲んで女性のつどい（１１／１）」と「高市早苗衆

議院議員を囲んで女性のつどい（３／１４）」のために支出した、１１月２０日のチラシ印刷代・

折込代３０，０１９円および、３月３１日の広報物印刷代４１，８８９円の合計額の返還を求め

ること。 

（理由） これら会合は明らかに国会議員の後援会活動であり、県会議員の政務調査活動とは関係

がない。 

 

（２）県政報告会等への支出について 

 

① 屋敷勇議員が１月２日に支出した新春県政報告会の会場使用料２４２，０００円および、茶菓

子代３０２，５００円の合計額の返還を求めること。 

（理由） 使用した会場は、茶菓子を配るような設営をした場合６０５人は入場できない上に、会

場費が異常に高く、２枚の領収書の記載内容は到底信用することができない。 

また、案内ハガキによれば会費１，０００円を徴収しているが、会合全体の収支が明ら

かにされておらず、政務調査費を充当した根拠が全く理解できない。会費を徴収した場合

は、会合全体の収支が明らかにされるべきである。 

なお、県内の会場使用料の目安として、別紙資料を添付した（下記②、③に共通）。 

 

② 吉田伊三郎議員が２月２３日に支出した報告会の会場使用料１６０，０００円および、茶菓代

２００，０００円の合計額の返還を求めること。 

（理由） 使用した会場は、茶菓子を配るような設営をした場合４００人は入場できない上に、会

場費が異常に高い。また、茶菓代の領収書添付票に記載された「＠５００円×４００人」

の記載は議員のメモにすぎない。 

 さらに、案内状の記載からこの会合に酒が出されたことは明らかであり、２枚の領収書

の記載内容と議員のメモは到底信用することができない。 

また、案内ハガキによれば会費１，０００円を徴収しているが、会合全体の収支が明ら

かにされておらず、政務調査費を充当した根拠が全く理解できない。会費を徴収した場合

 

 

 



は、会合全体の収支が明らかにされるべきである。 

 

③ 野田富久議員が２月２０日に支出した県政報告の会場使用料２１０，０００円および、茶菓代

９４，５００円の合計額の返還を求めること。 

（理由） 会場が不明な上に会場費が異常に高く、会場費の請求者と領収者がともに「Ａ有限会社」

となっている。 

もし、請求書に記載された通り４５０名規模の会合であるなら、会場はかなりの大きな

規模の施設であり、会場費の請求と領収は施設の管理運営者が行うはずである。 

従って、領収書の記載内容は到底信用することができない。 

 

④ 松井拓夫議員が、「高市早苗衆議院議員を囲んで女性のつどい（３/１４）」の開催に関して、３

月１５日に支出した茶菓代３５，６６０円と、３月１９日に支出した会場使用料２０，４２２円

の合計額の返還を求めること。 

（理由） この会合は明らかに国会議員の後援会活動であり、県会議員の政務調査活動とは関係が

ない。 

 

⑤ 谷口忠応議員が６月９日に支出した講師謝金２００，０００円の半額の返還を求めること。 

（理由） 講演は、稲田朋美氏が弁護士として行ったものだとしても、同氏が国会議員であり自民

党福井県連会長であるのは周知の事実である。この会合が、稲田議員と自民党の宣伝の場

となったと考えることは、むしろ自然である。謝金は、政党活動と１／２で按分されるべ

きである。 

 

【３】 下記の旅費支出について、返還を求めること。 

 

（１）仲倉典克議員が行った３２回の東京出張旅費について、下記の通り返還を求めること。 

 

① ３２回のうち、４／１５、５／１３、７／１４、１０／１９、１０／２９、１１／９、１１／

２４、１２／９、１２／１６、１／１８、２／１８、３／８、３／２６に支出された、１３回分

６７４，４４０円の全額。 

（理由） 視察報告書の内容から、自民党議員やその秘書と面談・会合した政党活動である。 

 なお、仲倉議員の視察報告書はいずれも非常に判読しにくいものであり、強く改善を求

めたい。 

 

② ３２回分の、宿泊費（１５，１００円）および１日分日当（３，０００円）の合計額。ただし、

上記①で返還を求めた金額を差し引いた額とする。 

（理由） 視察報告書は提出されているが、いずれにも業務の時間帯の記載がなく、宿泊の必要性

が全く理解できない。また、宿泊施設の領収書も提出されていない。 

 

（２）山本芳男議員が、５月２６～２８日および、６月４～６日の東京出張に支出した交通費、宿泊費、

日当の合計額１４０，４００円。 

（理由） 視察報告書から、業務の内容は自民党幹部への要請と、自民党の公設秘書とそのＯＢの

会合への参加であり、政党活動にほかならない。 

 

 

 

 



（３）谷口忠応議員が、１０月１３日と１２月１０日に支出した東京出張旅費の合計額１０４，２００円。 

（理由） 視察報告書から、訪問先は自民党総裁室であり、政党活動である。 

 

（４）大森哲男議員が支出した下記の旅費の合計額の返還を求めること。 

 

① １１月７日の１，０００円。 

（理由） 後援会主催の行事であり、按分支出する理由がない。 

 

② １１月１４日の福井～金沢往復旅費８，８４０円。 

（理由） 視察報告書の記載内容から、政党活動と考えられる。 

 

（５）下記の土産代の合計額の返還を求めること。 

 

① 県民連合、民主党・一志会が下記の日付で支出した３４，０５２円の全額。 

  ５／１１（３，７８０円）、６／７（２，３１０円）、７／１３（１，５１２円）、７／２７（１

８，２００円）、１０／１１（３２５円）、１０／１２（３６５円）、１／１５（１，８９０円）、

３／２３（５，６７０円） 

 

② 無所属会派が支出した、７月２７日の４，５５０円，１０月１１日の６５０円及び１０月１２

日の７３０円の合計額５，９３０円。 

 

③ 山田庄司議員が３月２３日に支出した１，８９０円。 

 

④ 谷口忠応議員が下記の日付で支出した合計額２９，７００円。 

  ６／１（ｌ０，０００円）、８／１８（８，３００円）、８／２３（４，１００円）、８／２４（２，

１００円）、１０／２（５，２００円） 

 

⑤ 田中敏幸議員が１０月２７日に支出した２，６２５円。 

（理由） 言うまでもなく、政務調査費を土産代に充当することはできない。 

 

【４】 政務調査費の透明性を高めるため、県議会に対し下記の改善を求めること。 

 

（１）公共交通機関を使った東京などへの旅費が、旅費規程（グリーン車使用、日当１日３千円）に従っ

て支払われ、支払証明書で処理されている場合が多い。この状況を放置すると、グリーン料金、宿泊

費、宿泊に伴う日当が不当利得となりかねない。 

 自動販売機で切符を購入した場合でも領収書の取得は可能である。少なくても、公共交通機関を利

用して県外に出張した場合については領収書の添付を義務づけ、運賃は旅費現程の範囲内の実費とす

ること。 

 また、宿泊した場合には、宿泊を要する根拠を示すものと、宿泊施設の領収書の添付を義務づける

こと。 

 

（２）事務所の賃借および、事務員の契約に関する書類が公開されていないため、事務所の契約条件、住

所、面積、単独事務所か共用事務所か、事務員が常駐しているか等の実態が、一般の市民には全くわ

 

 

 



からない状態になっている。 

 これらは、政務調査費の透明性を確保するために、必ず添付すべき書類であり、福井市議会ではす

でに公開されている。 

 事務所の賃借契約および、事務員の契約に関する書類の添付を義務づけること。 

 

【５】 請求の有効性 

 

 上記【１】～【４】の支出には、支出された日から１年以上を経過したものも含まれているが、領収書

等の閲覧開始が２０１０年７月１日であることおよび、膨大な枚数の領収書等の精査に相当の期間が必要

なことを考慮し、本請求はすべて有効と判断されるべきである。 

以上 

＜添付資料＞ 

 ・事実証明書（２００９年度福井県議会政務調査費 収支報告書集計表） 

 ・請求項目２－１，に関する「別表（１）」、「別表（２）」 

 ・請求項目２－２，に関する「別紙資料」（文寿殿の貸室料金表） 

 

２ 請求人 

（略） 

 

第２ 監査委員の除斥 

 

福井県監査委員 笠松 泰夫と大久保 衞は、法第１９９条の２の規定により、本件監査請求の監査に

加わらなかった。 

 

第３ 請求の受理 

 

  本件監査請求は、法第２４２条第１項所定の要件を具備しているものと認め、これを受理した。 

 

第４ 監査の実施 

 

１ 監査の対象事項 

住民監査請求については、法第２４２条第１項において、普通地方公共団体の住民が、当該普通地方

公共団体の執行機関または職員について、違法もしくは不当な公金の支出等の財務会計上の行為あるい

は違法もしくは不当に財産の管理等を怠る事実があると認めるときに、監査委員に対し、監査を求め、

損害の補填等の必要な措置を講ずべきことを請求することができる制度である旨、規定されている。 

本件住民監査請求書に記載されている事項については、公金の支出に係る監査請求と認められること

から、平成２１年度政務調査費のうち、本件請求事項【１】から【３】に係る支出について監査対象事

項とした。【４】については、福井県議会が独自に策定した「政務調査費マニュアル」（以下「マニュア

ル」という。）に対する改善を求めるものであり、福井県の財務会計上の行為または事実ではないため、

監査対象外とした。 

 

２ 請求人の証拠の提出および陳述 

 

 

 

 



 請求人に対して、法第２４２条第６項の規定により、新たな証拠の提出および陳述の意向を確認した

が、請求人からはこれらを行わない旨の意思表示があった。 

 

３ 監査対象機関の監査 

 

  監査対象機関（以下「対象機関」という。）を福井県議会事務局とし、関係書類の提出および説明を求

めた。 

 

第５ 監査の結果 

 

 監査結果については、次のとおりである。 

 

１ 監査結果 

 

(1) 請求事項【１】（１）（２）について 

自民党県政会が支出した旅費および民主党・一志会が支出した広報費を、不自然なかけこみ支出で

あると請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて政務調査費は、交付年度内に実施さ

れた政務調査活動に対して充当するものと規定されている。 

政務調査活動は、年度内のどの時期に実施しても差し支えないと考えられ、同様の活動が他の時期

にもなされていることを鑑みると、その活動が３月下旬であることをもって支出自体が違法または不

当と言うことはできない。 

 

(2) 請求事項【２－１】（１）（２）について 

各議員が支出した宣伝物、会合に係る経費を、これらは分割できない１つの実体であり、按分支出

を認めることは、後援会活動や政党活動に対し政務調査費の充当を認めることに他ならないと請求人

が主張していることについて、マニュアルにおいて複数の活動を整然と峻別することが困難な場合は、

使用実態に応じて政務調査活動に要した経費相当額のみを按分により充当することと規定されてい

る。 

宣伝物、会合に係る当該経費については、使用実態に応じて政務調査活動に要した経費相当額のみ

を充当しており、按分がなされていることをもって支出自体が違法または不当と言うことはできない。 

 

(3) 請求事項【２－２】の（１）①について 

民主党・一志会が支出した当該広報費を、会派の名称や民主党幹部との写真の掲載などから政党活

動と按分すべきであると請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて政務調査活動とは、

会派または議員が､国､市町村の政治家､行政関係者との意見交換､情報収集のために行う活動と規定

されている。 

会派の名称や民主党幹部との写真の掲載をもって政党活動と言うことはできず、当該広報費につい

ては、県政課題等に対する会派の取組みの広報を行っていると認められることから、当該広報費を政

務調査費として認めた。 

 

(4) 請求事項【２－２】の（１）②について 

公明党が支出した当該印刷代を、一部が参議院選挙候補者の紹介に使われており、政党活動と按分

すべきと請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて広報費とは、議会活動および福井

 

 

 



県政に関する政策等の広報活動に要する経費と規定されている。 

当該印刷物を確認したところ、その内容の一部に要件を満たさないものが含まれていたことから、

２分の１の按分が必要であると認め、当該印刷代のうち２５１，２１３円については交付対象外支出

とした。 

 

(5) 請求事項【２－２】の（１）③について 

石橋壮一郎議員が支出した当該印刷代を、一部が公明党の宣伝に使われており、政党活動と按分す

べきと請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて広報費とは、議会活動および福井県

政に関する政策等の広報活動に要する経費と規定されている。 

当該印刷物を確認したところ、その内容は、石橋壮一郎議員の本会議、委員会での質問内容と一連

の施策の広報であると認められることから、当該印刷代を政務調査費として認めた。 

 

(6) 請求事項【２－２】の（１）④について 

大森哲男議員が支出した当該郵便代を、後援会主催の行事であり、政務調査費は充当できないと請

求人が主張していることについて、マニュアルにおいて後援会が主催する報告会等の開催経費は、政

務調査費を充当することができないと規定されている。 

当該送付物を確認したところ、当該郵便代は、後援会が主催する研修の開催経費と認められること

から、当該郵便代１，６００円については交付対象外支出とした。 

 

(7) 請求事項【２－２】の（１）⑤について 

鈴木宏治議員が支出した当該印刷代他を、政治塾は私的な政治活動であり、政務調査費は充当でき

ないと請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて政務調査活動とは、会派または議員

が､住民からの要望､意見聴取､住民との意見交換のために行う活動と規定されている。 

政治塾規約等を確認したところ、政治塾は、福井県および県内各地の将来について意見交換するも

のであると認められることから、当該印刷代他を政務調査費として認めた。 

 

(8) 請求事項【２－２】の（１）⑥について 

野田富久議員が支出した当該広告料を、広告は行政書士事務所のものであり政務調査活動と関係な

いと請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて広報費とは、議会活動および福井県政

に関する政策等の広報活動に要する経費と規定されている。 

当該広告物を確認したところ、その内容は、福井県政に関する政策等の広報活動とは認められない

ことから、当該広告料１５，７５０円については交付対象外支出とした。 

 

(9) 請求事項【２－２】の（１）⑦について 

松井拓夫議員が支出した当該印刷代他を、国会議員の後援会活動であり県会議員の政務調査活動と

は関係がないと請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて複数の活動を整然と峻別す

ることが困難な場合は、使用実態に応じて政務調査活動に要した経費相当額のみを按分により充当す

ることと規定されている。 

当該印刷物等を確認したところ、両女性のつどい当日、松井拓夫議員の県政報告会を併せて開催し、

按分がなされていることから、当該印刷代他を政務調査費として認めた。 

 

(10) 請求事項【２－２】の（２）①について 

屋敷勇議員が支出した当該県政報告会経費を、記載の人数は入場できない上に、会場費が異常に高

 

 

 



く、領収書の記載内容は到底信用することができない、また会費を徴収しているが会合全体の収支が

明らかにされていないと請求人は主張している。 

会場費や収容人数については、対象機関からの聞き取りやホームページ等により妥当であると認め

られることから、当該県政報告会経費を政務調査費として認めた。 

なお、会費については県政報告会の一環として実施した懇談会にかかる自己負担分である。 

 

(11) 請求事項【２－２】の（２）②について 

吉田伊三郎議員が支出した当該県政報告会経費を、記載の人数は入場できない上に、会場費が異常

に高く、領収書の記載内容は到底信用することができない、また会費を徴収しているが会合全体の収

支が明らかにされていないと請求人は主張している。 

会場費や収容人数については、対象機関からの聞き取りやホームページ等により妥当であると認め

られることから、当該県政報告会経費を政務調査費として認めた。 

なお、会費については県政報告会の一環として実施した懇談会にかかる自己負担分である。 

 

(12) 請求事項【２－２】の（２）③について 

野田富久議員が支出した当該県政報告会経費を、会場が不明な上に会場費が異常に高く、施設管理

運営者以外が領収書等を発行しており領収書等の記載内容は到底信用することができないと請求人

が主張していることについて、マニュアルにおいて広報費には、活動報告会等に使用する会場使用料

等が認められている。 

県政報告会は、Ｂ大ホールにおいて開催したものであり、このホールの貸出や飲食の提供を行って

いる会社から領収書等が発行されたものであると認められることから、当該県政報告会経費を政務調

査費として認めた。 

 

(13) 請求事項【２－２】の（２）④について 

松井拓夫議員が支出した当該茶菓代他を、国会議員の後援会活動であり県会議員の政務調査活動と

は関係がないと請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて複数の活動を整然と峻別す

ることが困難な場合は、使用実態に応じて政務調査活動に要した経費相当額のみを按分により充当す

ることと規定されている。 

関係書類を確認したところ、女性のつどい当日、松井拓夫議員の県政報告会を併せて開催し、按分

がなされていることから、当該茶菓代他を政務調査費として認めた。 

 

(14) 請求事項【２－２】の（２）⑤について 

谷口忠応議員が支出した当該講師謝金を、講師が国会議員であり自民党福井県連会長であることか

ら政党活動と按分すべきであると請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて政務調査

活動とは、議員が住民に対して行う広報活動であると規定されている。 

開催通知書等を確認したところ、谷口忠応議員が開催した県政報告会に講師を招いたものであると

認められ、講師が国会議員で自民党福井県連会長であることをもって政党活動と言うことはできない

ことから、当該講師謝金を政務調査費として認めた。 

 

(15) 請求事項【３】の（１）①について 

仲倉典克議員が支出した当該旅費を、自民党議員やその秘書と面談・会合した政党活動であると請

求人が主張していることについて、マニュアルにおいて政務調査活動とは、会派または議員が､国､市

町村の政治家､行政関係者との意見交換､情報収集のために行う活動と規定されている。 

 

 

 



面談・会合の相手が自民党議員等であることをもって政党活動と言うことはできず、視察報告書の

確認や対象機関からの聞き取りにより、当該旅費を政務調査費として認めた。 

 

(16) 請求事項【３】の（１）②について 

仲倉典克議員が支出した当該旅費を、視察報告書には業務の時間帯の記載がなく、宿泊の必要性が

全く理解できないと請求人が主張していることについて、対象機関からの聞き取りにより、３２件の

うち３０件については、両日にわたり用務があったことなどから宿泊が必要であると認めた。 

なお、残る２件については、帰福可能な時間に東京での用務が終了しており、宿泊の必要性は認め

られなかったことから、当該旅費のうち３６，２００円については交付対象外支出とした。 

 

(17) 請求事項【３】の（２）について 

山本芳男議員が支出した当該旅費を、自民党幹部への要請と、自民党の公設秘書とそのＯＢの会合

への参加で、政党活動であると請求人が主張していることについて、マニュアルにおいて政務調査活

動とは、会派または議員が､国､市町村の政治家､行政関係者との意見交換､情報収集のために行う活動

と規定されている。 

面談・会合の相手が自民党幹部等であることをもって政党活動と言うことはできず、視察調査報告

書等を確認し、当該旅費を政務調査費として認めた。 

 

(18) 請求事項【３】の（３）について 

谷口忠応議員が支出した当該旅費を、訪問先は自民党総裁室であり、政党活動であると請求人が主

張していることについて、マニュアルにおいて政務調査活動とは、会派または議員が､国､市町村の政

治家､行政関係者との意見交換､情報収集のために行う活動と規定されている。 

面談場所が自民党総裁室であることをもって政党活動と言うことはできず、視察調査報告書等を確

認し、当該旅費を政務調査費として認めた。 

 

(19) 請求事項【３】の（４）①について 

大森哲男議員が支出した当該旅費を、後援会主催の行事であり、按分支出する理由がないと請求人

が主張していることについて、マニュアルにおいて後援会が主催する報告会等の開催経費は、政務調

査費を充当することができないと規定されている。 

開催通知を確認したところ、当該旅費は、後援会が主催する研修の開催経費と認められることから、

当該旅費１，０００円については交付対象外支出とした。 

 

(20) 請求事項【３】の（４）②について 

大森哲男議員が支出した当該旅費を、視察報告書の記載内容から、政党活動と考えられると請求人

が主張していることについて、マニュアルにおいて政務調査活動とは、会派または議員が､国､市町村

の政治家､行政関係者との意見交換､情報収集のために行う活動と規定されている。 

面談・会合相手が国会議員であることをもって政党活動と言うことはできず、視察調査報告書等を

確認し、当該旅費を政務調査費として認めた。 

 

(21) 請求事項【３】の（５）①～⑤について 

各会派と各議員が支出した当該土産代を、政務調査費を土産代に充当することはできないと請求人

が主張していることについて、社会通念上の範囲において土産を持参するのは認められることから、

当該土産代を政務調査費として認めた。 

 

 

 



なお、一部については県出先機関に対する土産代の支出であることから、当該土産代のうち１，５

１２円については交付対象外支出とした。 

 

２ 結  論 

法第２４２条第４項の規定に基づき、知事に対し、次のとおり勧告する。 

 

平成２１年度の福井県議会政務調査費に係る請求について、一部理由があるものと認め、知事に対し、

必要な措置を講じることを勧告する。 

措置についての期限は、平成２３年１月１０日とする。 

 

 

３ 意  見 

監査を実施した結果、マニュアルに定められた政務調査活動と認められない経費の計上が見受けられ、

適切と判断できない支出があったことは遺憾である。 

今後は、政務調査費が公金から交付されていることを踏まえ、法第２条第１４項の「最少の経費で最大

の効果を挙げる」という趣旨に沿い、政務調査費マニュアルの厳正な運用を強く要望するとともに、県民

に対し明確な説明責任を果たされるよう適切な措置を講じられたい。 

 

 

 


